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１ はじめに 

本計画は、令和４年４月に策定した第３期イノシシ管理計画（令和４年度～令和８年度）に基づ

き、最新の調査結果等を踏まえて、令和８年度の兵庫県におけるイノシシ管理のための方策につい

て定めるものである。 

 

２ 現状 

(1) 生息･分布状況 

イノシシはほぼ全県域に生息しており、分布域も拡大

している。イノシシの生息密度との相関性が高いことが

近年示されたくくりわなCPUE※1の県平均は約0.2となって

いるが、播磨南東部や淡路地域などではくくりわなCPUE

が0.4以上の県平均よりかなり高い地域も認められる（図

－１）。 

なお、くくりわなCPUEのデータがない本州南部にもイ

ノシシが分布しており、林縁部のみならず市街地への出

没も認められている。 

    
※1 くくりわな CPUE：1基のくくりわな 100日間で捕獲し

たイノシシの頭数の平均。第３期イノシシ管理計画

より、イノシシの生息密度指標として利用。 

 

 

                                

(2) くくりわな CPUEの推移 

くくりわなCPUEは本州部では平成25年度以降、約0.2と横ばい傾向であったが、令和２年度からは

0.2～0.1で推移している。一方、淡路地域のくくりわなCPUEは、平成30年度から大きく増加し、本州

部の４倍以上の高い値となっている（資料編P7、図－９）。 

 

(3) 捕獲状況 

令和６年度のイノシシの捕獲頭数は、15,188頭(内有害捕獲10,901頭、狩猟4,287頭)となった。

平成30年度から令和３年度まで２万頭以上を捕獲してきたが、令和４年度以降は15,000頭前後を推

移しており、令和６年度についてはピークの令和元年度と比較して約7,800頭減少した（資料編P3、

図－２）。 

 

(4) 防護柵の設置状況 

シカ、イノシシの農地への侵入を物理的に防止するため、西播磨、但馬地域を中心に、各種補助

制度を活用した防護柵の設置が進んでおり、令和６年度までに累計で約 11,748km が設置されてい

る。（資料編 P2、表－２）。なお、地域別で直近５年間を比較すると、北播磨や但馬、淡路地域に

おいて、防護柵の整備が大きく進められている（資料編 P2、図－1）。 

 

(5) 被害状況 

イノシシによる令和６年度の農林業被害金額は約１億５５百万円で、令和５年度と比較して約５

千４百万円増加した（資料編 P6、図－８）。 

図－１ くくりわな CPUE（令和６年度） 

(頭 / 100基・日) 
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また、集落の農会を対象に毎年実施している鳥獣害アンケートの農業被害結果の「深刻」または

「大きい」集落の割合は、令和６年度では 32.6％と前年度と比較し２割以上増加した（図－２）。 

なお、イノシシによる人身被害は近年減少傾向にあるが、生活環境被害に関する苦情は都市部の

自治体に対して多数寄せられるなど、生活環境被害への対応が依然として課題となっている（資料

編 P4、図－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 目標達成のための具体的な方策 

 

 

イノシシは、防護柵のわずかな隙間から農地へ侵入し、反復して農業被害を出す習性があり、ま

た、１頭でも被害量が大きいことなどから、くくりわな CPUE が県平均である 0.2 未満の地域であっ

ても、大きな農業被害を発生させている。 

また、イノシシは繁殖力が高く、臆病な気質であるため、精度の高い生息数推定はできていない

が、H30年度～R2年度にかけて２万頭以上を捕獲してもなお被害が大きく減らなかったことから、捕

獲目標を令和２年度から２万５千頭としている。近年の捕獲数の減少の要因として豚熱の影響が示唆

されるなか、今後、生息数の回復も懸念されることから、引き続き徹底した捕獲が必要である。 

さらに、イノシシは、個体数管理以上に被害対策が重要であることから、防護柵整備や加害個体の

捕獲など各地域の状況に応じた総合的な対策を強力に推進する必要がある。 

(1) 被害防除 

ア 農業被害対策 

イノシシによる被害を未然に防ぐ取組を含めた被害対策実施計画を各市町で策定する。特に、

鳥獣害アンケートで農業被害結果の「深刻」または「大きい」集落の割合が、県平均 32.6%より

高い市町については、農業被害の軽減に向けた総合的な取組を強力に推進する。（資料編 P10、

表－４）。 

(ｱ) ICT技術の普及加速によるスマート獣害対策モデルの育成 

農業被害が深刻な集落、集落営農組織、生産者部会等に、現地アドバイザーを派遣し、高齢化

や人口減少が進む中においても、獣害対策を効果的かつ継続的に進めていくため、ICT 技術とデ

図－２ イノシシによる農林業被害意識の推移（「いない」と回答した農会は除く） 

管理計画目標：①農業被害の半減、②生息密度の低減、③人身被害や生活環境被害の解消 

（R4～R8）     
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ータに基づく効率的な捕獲や追払い、集落点検を行う「スマート獣害対策モデル」の育成を行

う。 

  また、被害状況や生息状況、捕獲情報など獣害対策における様々なデータを地図上で一元管

理した獣害対策 GISの活用を図るとともに、各農林（水産）振興事務所内に設置した農林業職員

で構成する獣害対策チーム※2により、集落対策を行う民間事業者や市町、集落等の関係者のコー

ディネイト・情報共有を行っていく。 
※2獣害対策チーム：各農林（水産）振興事務所に設置し、農政振興課、森林課、農業改良普及センター等で構成、 

副所長が総括し、関係機関等の調整等総合的な獣害対策のマネジメントなどを行う。 

(ｲ) 防護柵の設置・改善  

新たな防護柵の設置や、既存防護柵の機能向上への取組を支援するため、設置場所や設置後の

維持管理について技術指導を行うとともに、効果的な被害対策を行うため、野生動物共生林整備
※3 を活用し整備したバッファーゾーンとの一体的利用により、柵の効果を高めるよう普及に努め

る。 

※3 野生動物共生林整備：県民緑税を活用した「災害に強い森づくり」のひとつ。野生動物と人とのあつれきが生

じている地域において、人と野生動物との棲み分けゾーンを設けるとともに、広葉樹林整備や人工林の広葉樹

林化によって森林の奥地に共生林を整備するもの。 

(ｳ) 住民自らが積極的に参加する集落ぐるみによるイノシシを引き寄せない集落づくり 

潜み場となる薮の刈り払いなどの集落環境の改善や、野菜くずの放置など餌付け行為をしない

意識付けのための注意喚起等を行う。 

また、自主的に加害個体を捕獲できるようスマート獣害対策モデル育成事業により捕獲技術が

指導できる現地アドバイザー（地域の被害対策指導員）を派遣し、集落ぐるみの捕獲活動を普及

・指導する。 

これらの被害対策を継続して進めていくため、その体制づくりなどの取組を担う獣害対策のリ

ーダーを育成するとともに、集落ぐるみで実施できるように支援する。 

(ｴ) 高被害地域の捕獲推進 

農地や市街地へ出没し被害を及ぼす個体の捕獲を推進するため、農会や地域住民と猟友会等と

の連携強化を推進するとともに、スマート獣害対策モデル育成事業の活用により、現地アドバイ

ザーを派遣し、地域住民等が主体となった捕獲に対する技術指導並びに体制づくりを支援する。 

 

イ 生活環境被害対策 

(ｱ) 生活環境被害対策の支援 

餌付防止や生ゴミの適正処理など、イノシシを人の生活圏に近づけない対策の啓発活動など関

係行政機関と地域住民が連携して行う取組などの支援を行う。さらに、市町と連携して、生活被

害発生地区におけるわなの見廻り支援や、市街地において人身被害を及ぼすなどの緊急事態に備

えたイノシシ緊急対策協力員を配置するなど、市街地への出没対策を行う。また、市街地への出

没により、人身被害防止に向けた出没対応マニュアルの作成を検討する。 

 

(2) 捕獲にかかる担い手確保・育成と体制整備 

イノシシの継続的かつ効果的な捕獲を推進するため、行政や地域と連携して被害対策や捕獲に取

り組む多様な捕獲者の確保・育成を推進するとともに適切な捕獲体制の整備に努める。 

 

ア 担い手の確保・育成 

被害防除を目的に行う有害捕獲活動は、被害農家等を始めとする地域一丸となった取組が重要

なため、スマート獣害対策モデル育成事業の現地アドバイザーによる集落指導や集落リーダーの

育成などを通じて多様な捕獲者の確保・育成に努める。 

また、捕獲の目的を理解し、確かな技術や知識、コンプライアンス等を有した優良な捕獲者を

育成するため、兵庫県立総合射撃場の活用やリーダー育成研修や担い手集合研修等による捕獲技
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術の向上を図る。 

(ｱ) 狩猟免許取得者確保に向けた取組 

   狩猟免許取得者の確保に向け、30 代以下の若年層や自然活動に関心を持つ層への広報活動を実

施する。さらに、狩猟者向け情報を集約したポータルサイトを開設し、情報収集の効率化を図る。

加えて狩猟免許試験を年８回から 10 回に増やすとともに、兵庫県猟友会による、狩猟免許試験合

格を目指す者を対象とした講習会を支援する。 

   (ｲ) 狩猟者（ハンター）の育成について 

   兵庫県立総合射撃場にアドバイザーを配置し、新規免許取得者や捕獲経験が少ない者等に対して、

仲間づくりや猟具・猟場の確保、狩猟者登録などの課題に対応する相談窓口を設置し、狩猟を始め

るのに必要な環境整備や技能向上を支援する。また、実際の猟場で狩猟の一連の流れを学び、初め

ての一頭を捕獲するまでを支援する研修を企画・運営する。 

     また、狩猟免許取得予定者や取得して間もない者を対象に、捕獲技術や安全管理、猟場でのマナ

ーなどのコンプライアンス向上に関する研修を実施する。 

(ｳ)有害捕獲従事者（カラー）の育成について 

   趣味として行う狩猟とは別で、農林業被害や人身被害を防止するための有害捕獲活動を行政と協

力して実施する者を「有害捕獲従事者（カラー）」と定義し、兵庫県立総合射撃場での座学や現場

での実践研修により育成する。 

また、ベテラン有害捕獲従事者と捕獲経験が少ない者をマッチングし、マンツーマンでの実践指

導を行うことで、地域への定着と早期の技能向上を図る。 

 

イ 捕獲体制の整備 

(ｱ) 有害捕獲体制の見直し 

市町毎に有害捕獲体制の課題を整理し、人員確保や集落と狩猟団体の協力体制の整備が十分

に出来ていない市町については連絡調整会議（県、市町、狩猟団体、被害農家等）を設置して

有害捕獲体制の改善を検討する。 

(ｲ) 集落単位の捕獲体制強化 

獣害対策 GIS 等を活用して有害捕獲の実施地点及び捕獲数を可視化するとともに、集落毎の

鳥獣害アンケートや有害捕獲データを収集分析し、被害が「深刻」または「大きい」と回答して

いる集落を重点的対策地域として抽出する。これらの地域に対して、集落ぐるみの捕獲体制整備

を指導する。 

(ｳ) 森林エリアでの捕獲体制整備 

イノシシによる防護柵の破損によりシカが侵入し、林業被害発生の原因となることから、森林エリ

アにおけるイノシシの捕獲体制強化を行う。 

(ｴ) 新たな分布拡大地域における早期捕獲体制の整備 

瀬戸内海島しょ部や播磨南東部など、イノシシの新たな分布拡大地域において生息状況の把握

と、早期捕獲の体制整備を進める。 

(ｵ) わな猟による捕獲促進 

市町のイノシシ捕獲用わなの整備や効果的な餌付け技術の取得などを支援するとともに、ICT等を

活用し、わなの見回り作業の省略可を図るととともに、捕獲効率の向上に資する ICT等を用いた捕獲

ができるわなの導入について検討する。また、現場で適切に管理されていない既存の捕獲用のわなに

ついて、適切な運用・管理を推進する。 
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(3) 生息密度の低減 

イノシシの生息密度指標であるくくりわな

CPUE が県平均よりもかなり高い地域が認められ

ることから、くくりわな CPUE が 0.2 を目安とし

た個体数管理を行うこととする。特に、くくり

わなCPUEが0.2以上の14市町については捕獲重

点化市町として設定し、くくりわな CPUE の低減

を目的とした捕獲を推進する（図－３、表－

１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア イノシシ狩猟期間延長の継続 

生息密度の低減を図るため、３月 15日までとしている狩猟期間の延長を継続する。 

イ くくりわな制限の解除 

直径12cmを超えるくくりわなの使用制限を解除する（淡路地域と姫路市家島町のみ）。 

ウ 狩猟期イノシシの捕獲拡大 

狩猟期間中のイノシシ捕獲について、狩猟者に対して捕獲報償金を交付する。 

エ 指定管理鳥獣対策事業の実施 

効果的な捕獲等を促進するため、県は指定管理鳥獣対策事業により、鳥獣捕獲等事業者への

委託による捕獲を実施する。 

オ 群れごと捕獲の推進 

イノシシは複数のメスを中心とした群れを形成することから、個体数増加に重要な役割を果

たすメスの生息密度低減を図るため、囲いわな等による群れごと捕獲を推進する。 

カ 捕獲の効率化 

  狩猟者の捕獲技術向上や ICTを活用した囲いわな等の導入による捕獲の効率化を推進する。 

キ 鳥獣保護区の見直し 

鳥獣保護区内での有害捕獲を継続するとともに、地域の実情に応じて鳥獣保護区の見直しを

検討する。 

ク より詳細な生息･分布状況の分析 

   自動撮影カメラによるRESTモデル※4等に基づく調査並びにイノシシによる掘り起こし痕跡調

図－３ 市町別イノシシのくくりわな CPUE 

（令和６年度） 

表－１ 捕獲重点化市町 

５

播磨町
神戸市

川西市
小野市

淡路市

洲本市

三木市加古川市

高砂市 稲美町

南あわじ市

芦屋市

加東市上郡町
図-3の くくりわなCPUE

凡例 (頭/100基・日)

０．６以上 淡路市、稲美町、播磨町

０．４以上　０．６未満 芦屋市、加古川市、高砂市

０．３以上　０．４未満 小野市、洲本市、南あわじ市

０．２以上　０．３未満 神戸市、三木市、川西市、加東市、上郡町

市町名
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査等を県下広域で実施し、より精細な密度推計と生息密度マップ作成に取り組む。（資料編

P8） 
※4 自動撮影ｶﾒﾗによるRESTﾓﾃﾞﾙ：ｶﾒﾗで野生動物を撮影し、写った個体数とその移動速度等から個体識別せずに生息数

推定が可能となる手法。 

 

 (4) 生息地管理 

野生鳥獣の生息環境に必要な多様な森林の育成を目指し、広葉樹林の保全・復元やスギ・ヒノ

キ等人工林の広葉樹林・針広混交への誘導などを図る。この一環として、県民緑税を活用して、

「野生動物共生林整備」や「針葉樹林と広葉樹林の混交整備※5」を進める。また、獣害対策にも

繋げることをねらいとして、地域住民が行う「住民参画型森林整備※6」を支援する。 
※5 針葉樹林と広葉樹林の混交整備：県民緑税を活用した「災害に強い森づくり」のひとつ。手入れ不足の高齢人工林を部分伐採し、

跡地に広葉樹を植栽してパッチワーク状の多様な森林に誘導するもの。 

※6 住民参画型森林整備：県民緑税を活用した「災害に強い森づくり」のひとつ。地域住民やボランティア等による自発的な「災害に 

強い森づくり」整備活動に対し、資機材等を支援するもの。 

  

表－２「災害に強い森づくり」による森林整備 

 【令和８年度実施計画量（令和８年度新規着手分）】 

 

 

区分 

野生動物共生林整備 流域の森整備 

（針葉樹林と 

広葉樹林の 

混交整備） 
【 生息地管理 】 

住民参画型 

森林整備 
【 被害防除 】 

ﾊﾞｯﾌｧｰｿﾞｰﾝ 

整備 
【 被害防除 】 

共生林整備 
【 生息地管理 】 

広葉樹林整備

タイプ 
人工林の広葉

樹林化タイプ 

箇所数 ９ ３ １ ９ １０ 

面積(ha) ２７０ ３０ １ １５０ ２０ 

 

 (5) その他 

ア 豚熱・アフリカ豚熱等感染症対策の実施 

豚熱ウイルスの拡散防止をするために、引き続き捕獲の推進と捕獲個体の適切な処理の実

施、捕獲従事者や狩猟者の防疫措置の徹底を図る。加えて、イノシシの遺伝構造解析により感染

地域との交流のある個体群の特定などの状況を調査し、効果的な豚熱対策実施地域を選定する。 

また、野生イノシシで豚熱の感染が確認された場合、発見場所を中心に 10km 圏内の豚熱感染

確認区域においてイノシシ肉は自家消費のみの利用に限られ、原則流通させることができないこ

とから、狩猟による捕獲の減少が懸念される。一方、被害対策とウイルス拡散防止のために捕獲

頭数を維持していく必要があることから、通年での有害捕獲の推進や、豚熱感染確認区域でのイ

ノシシ肉の利用を促す PCR検査費支援等を活用した狩猟期イノシシ捕獲拡大事業の本州市町での

実施の働きかけなどにより、捕獲促進に取り組む。 

さらに、国内への侵入リスクが高まるアフリカ豚熱は、ウイルスに汚染された肉製品等によ

り国内へ持ち込まれる可能性があるため、海外からの訪日客が多い観光地等における野生イノシ

シへの餌付け防止や生ゴミの適正な処理等を推進する。 

 

イ イノシシの有効活用や適正処理の推進 

ジビエ利用は豚熱の影響により停滞している。捕獲したイノシシを地域資源として活用し、

付加価値を高めることによって捕獲のインセンティブ向上を図るため、狩猟団体や処理加工施

設と連携してイノシシの資源活用と捕獲個体の搬入促進を推進する。また、豚熱の感染確認区

域において、その活用を図るため、国のガイドライン「豚熱感染確認区域におけるジビエ利用

の手引き」に沿ったジビエ利用の体制整備を進める。 


